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はじめに 

 

近年、日本の地域農業は深刻な高齢化と担い手不足に直面している。農林水産省「農林

業センサス」によれば、基幹的農業従事者の平均年齢は 67 歳を超え、65 歳以上が約 7 割

を占めるなど、農業の高齢化は他産業と比較しても顕著である。このような状況は、耕作

放棄地の増加や農地の荒廃、地域農産物ブランドの衰退などをもたらしており、地域社会

全体の持続性に影響を与えている。 

本研究の目的は、特定の地域農業を対象として、高齢化および担い手不足が農業経営や

地域活動に与える影響を明らかにするとともに、既存の取り組みや関係主体の役割に着目

しながら、持続可能な地域農業の形成に向けた共創の在り方について基礎的な知見を得る

ことである。そのため、本研究では既存統計資料や政策文書、先行研究の分析に加え、農

家・農協・関連企業へのインタビュー調査を通じて現場の実態を把握する。本論文の構成

は以下のとおりである。 

第 1 章では日本農業の現状について述べる。第 2 章では高齢化や担い手不足の実態を統

計データから分析し、地域農業が直面している主要な課題を整理する。第 3 章ではインタ

ビュー調査を踏まえ、課題解決の可能性と限界を検討する。第 4 章ではこれらの分析を総

合し、持続可能な地域農業を実現するための共創モデルの方向性を提示する。第 5 章では

今回の研究を通した自分の見解、今後の課題について述べる。 

 

第 1 章:日本農業の現状 

 

1.1 地域農業が果たす役割 

日本の地域農業は、単なる食料生産の場ではなく、多面的な社会的・環境的機能を有す

る重要な地域基盤である。1農林水産省は、農業・農村について、食料の供給機能に加えて

「国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全、良好な景観の形成、文化の伝承」など多様

な役割を果たすことを指摘している。このような役割は「農業・農村の多面的機能」と呼

ばれ、日本国民の生活基盤として重要であると位置づけられている。 

2具体的には、農地や田畑といった農村空間は、洪水の防止や土壌浸食の防止、地下水涵

養、大気調整、農村景観の形成など、農業生産活動を通じて国土保全に寄与する機能を持

っている。また、地域住民や都市住民に対して安らぎ・教育・交流の場を提供するという

社会的価値も有しており、こうした価値は単なる市場経済の評価を超えて、日本全体の持

 

1 農林水産省（2025）『農業・農村の有する多面的機能』

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/index.html（2026/1/12 アクセ

ス） 

2 同上 
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続可能性を支える要素となっている。 

3このような農業の機能は、戦後の農政の基本理念にも反映されている。食料・農業・農

村基本法においても、食料の安定供給とともに「農業の有する多面的機能の発揮」が明記

されており、農業が国民生活や国民経済の安定のための基盤として位置づけられている。 

こうした視点は、単に「食料を生産する産業」という従来の理解を超え、地域農業が地

域社会全体の持続可能性を支える役割を持つことを強調している。地域農業が果たすこれ

らの機能は、都市と地方をつなぐ共通の価値を生むだけでなく、災害時のレジリエンス向

上や地域共同体の形成においても重要性を増している。 

このように地域農業の機能は多面的であり、その持続可能性は単なる生産力の向上だけ

でなく、地域社会全体を支える仕組みの維持・強化を意味する。そのため、地域農業の役

割を理解するには、生産・環境・社会という三重の価値を統合的に捉える視点が不可欠で

あるといえる。 

 

1.2 地域農業が抱えている課題 

 地域農業が抱えている課題を深く理解するため、神尾・森田・川辺・佐々木・松原

（2025）を参考にして紹介する。日本の地域農業が抱える課題として、神尾ら（2025）が

一貫して指摘しているのが、農業従事者の高齢化と担い手不足である。神尾ら（2025）

は、国土の約 7 割を占める中山間地域が、日本農業において重要な役割を果たしている一

方で、耕地条件の不利性を背景として、担い手不足や耕作放棄地の増加といった課題が集

中的に顕在化していると指摘している。 

まず、農業従事者の高齢化は、日本農業全体の構造的問題である。農林水産省の統計を引

用した神尾ら（2025）によれば、基幹的農業従事者数は 2000 年の約 240 万人から 2023

年には約 116 万人へとおよそ半減している。また、65 歳以上の基幹的農業従事者が全体の

大半を占める一方、49 歳以下は約 1 割にとどまっており、平均年齢は 68.7 歳に達してい

る。このことは、今後の日本農業を支える中心世代が極めて薄い状態にあることを意味し

ており、担い手の世代交代が進んでいない現状を示している。 

さらに、将来の担い手である新規就農者の動向を見ても、状況は厳しい。神尾ら

（2025）は、2023 年の新規就農者数が 4 万 3,460 人であり、前年比で減少していること

を示している。長期的に見ると、2015 年から 2023 年までの 8 年間で新規就農者数は約

33％減少し、49 歳以下の若年層に限っても約 31％減少している。このことから、農業就

業人口の減少を新規参入によって補完できておらず、担い手不足が再生産される構造にあ

るといえる。こうした問題は、とりわけ中山間地域において深刻である。神尾ら（2025）

 

3 農林水産省（2025）『農業・農村の有する多面的機能』

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukan/nougyo_kinou/index.html（2025/1/12 アクセ

ス） 
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は、中山間地域が傾斜地の多さや耕地の分散、気象条件の影響を受けやすいといった条件

不利性を有している点を指摘している。これらの条件は作業効率や生産性を低下させ、農

業所得の低さにつながりやすい。その結果、農業を主業として継続することが困難とな

り、離農や耕作放棄地の増加を招く要因となっている。 

また、担い手不足は単に労働力の問題にとどまらず、地域社会の維持そのものに影響を

及ぼす。農業従事者の減少は、農地管理の困難化や地域コミュニティの弱体化を引き起こ

し、結果として農業の多面的機能の低下にもつながる。神尾ら（2025）は、農業が継続さ

れなくなることで、地域に蓄積されてきた知識や人間関係といった社会的資本が失われる

危険性を示唆しており、担い手不足が地域の持続可能性全体に関わる問題であることを明

らかにしている。 

 このように、地域農業が抱える課題は、高齢化や担い手不足という人口構造の問題に加

え、地域条件や経営環境、社会的要因が複合的に絡み合った構造的課題である。先行研究

が示すように、これらの課題に対しては、単に担い手の数を増やすだけでなく、就農に至

るまでのプロセスや就農後の定着・経営の持続性を含めた包括的な視点が求められてい

る。こうした問題意識は、次章以降で検討する持続可能な地域農業のあり方を考察する上

での重要な前提となる。 

 

2 章:日本農業の課題 

 

2.1 担い手不足と地域農業の現状分析 

神尾ら（2025）も指摘していたように、日本の農業における担い手不足は深刻な構造的

課題として長年にわたり問題視されている。とくに近年では、農業就業人口の減少と高齢

化の進行が同時に進み、地域農業の維持そのものが困難になりつつある。 

 
図１基幹的農業従事者の推移 

https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/r3/r3_h/trend/part1/chap1/c1_1_00.html 

農林水産省 「特集 変化（シフト）する我が国の農業構造」 「基幹的農業従事者」より  
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担い手不足の背景には、第一に「農業の高齢化」がある。図１を見てみると基幹的農業

従事者の平均年齢は 2015 年時点で 67.1 歳、2020 年には 67.8 歳と高止まりの状態が続い

ている。65 歳以上が全体の約 7 割を占め、若年層の就業者は極めて少ない。この理由とし

て、収入の不安定さや長時間労働など労働環境の厳しさ、初期投資の大きさ、農地確保の

難しさに加え、将来性が見えにくいというイメージが強いためだと考えられる。農業が体

力を要する労働である以上、年齢の上昇は作業効率や生産性の低下につながり、結果とし

て離農者の増加や耕作放棄地の拡大を招いている。さらに高齢化が進む一方で、新規就農

者の数は思うように増えておらず、世代交代が進まないことが担い手不足を一層深刻化さ

せている。また、新しい技術導入への抵抗感や情報リテラシーの差から、スマート農業な

どの革新的手法の普及が進みにくい点も課題である。さらに、後継者が不在のまま離農す

る農家が増え、地域の農業基盤が脆弱化している。これらの要因が重なり、地域の生産力

低下や農地の荒廃、地域コミュニティの衰退につながる悪循環が生じている。 

 

図２ 耕作放棄地の面積推移 

https://www.maff.go.jp/j/study/nouti_seisaku/senmon_04/pdf/data6.pdf 

農林水産省「農林業センサス」「耕作放棄地の現状と課題」より 

 

図２は耕作放棄地の年代別の面積推移を示したものである。このグラフを見てみると、

年々耕作放棄地は増加しており、2005 年には 1985 年の３倍近くになっている。 

このように耕作放棄地が増えると、当然ながら農地の総面積が減少し、地域全体の農業

生産力が低下する。特に地方の中山間地域では、もともと耕地面積が限られており、わず

かな放棄地の拡大でも地域の生産量に大きく影響する。結果として、地域の農産物供給力

が落ち、地産地消やブランド農産物の維持が難しくなる。 

また、一度耕作放棄された土地は、雑草や樹木の繁茂、害虫の発生、土壌の劣化によっ

https://www.maff.go.jp/j/study/nouti_seisaku/senmon_04/pdf/data6.pdf
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て再利用が難しくなる。放置期間が長くなるほど土壌の肥沃度が低下し、排水設備や農道

の機能も損なわれ、再び農地として活用するためには多大なコストと労力が必要となる。 

耕作放棄地は、害虫やイノシシ・シカなどの野生動物のすみかになりやすく、周辺の農作

物被害を拡大させる。また、雑草の繁殖により外来種の侵入が進むことで、地域固有の生

態系が乱れる可能性がある。さらに、放棄地の管理が行われないことで土砂流出や水質悪

化が生じ、災害リスクの増大にもつながる。 

 

2.2 担い手不足の対処策 

 担い手不足の対処策について、深く理解するため、松吉・髙木（2026）を参考にして紹

介する。担い手不足への対処策について、松吉・髙木（2026）は「新規就農者の確保」だ

けでなく、既存農家を支える労働力補完策の重要性が指摘されている。同研究によれば、

調査対象となった 140JA のうち、約 9 割の JA が農業の人手不足解消に向けた何らかの取

組みを実施している。また、約 6 割の JA が人手不足対策を中期経営目標に位置づけてお

り、担い手不足が現場レベルだけでなく、JA 経営上の重要課題として認識されていること

が確認されている。この点から、担い手不足への対応は個別農家の努力に委ねられる段階

を超え、地域的・組織的課題として共有されつつあると指摘されている（松吉・高木

2026）。 

 具体的な対処策として、松吉・髙木（2026）は大きく二つの方向性が示している。第一

は、雇用・人材紹介型の取組みである。無料・有料職業紹介事業、農業求人サイト、バイ

トアプリ、技能実習制度や特定技能制度の活用などがこれに該当する。特に「バイトアプ

リ」は、短期間・スポット的な労働力確保が可能である点から、今後「拡大」したいと考

える JA が多いことが示されている。これにより、フルタイム雇用が困難な農業経営にお

いて、柔軟な雇用形態が有効であることが分かる。 

 第二は、業務委託・協働型の取組みである。JA による作業請負・受託、シルバー人材セ

ンターやボランティア事業、行政・企業との連携などが含まれる。松吉・髙木（2026）

は、これらの取組みが単なる労働力確保にとどまらず、地域住民や多様な主体を農業に巻

き込むことで、地域との関係性を再構築する役割を果たしている点を指摘している。 

 しかしながら、松吉・髙木（2026）はこれらの対処策の限界についても言及している。

第一に、JA 職員の人員不足や事務負担の増大が挙げられる。多くの施策は JA が調整役を

担うことを前提としているが、JA 自身も人手不足に直面しており、継続的な運営体制の構

築が課題となっている。第二に、高齢農家にとっては IT ツールやアプリの活用が心理的・

技術的な障壁となりやすく、対策の効果が一部に限定される可能性がある点である。 

 以上の先行研究を踏まえると、担い手不足への対処策は「人を増やす」ことだけを目的

とするのではなく、地域内外の多様な人材をどのように組み合わせ、農業経営を支えるか

という仕組みづくりが重要であるといえる。松吉・髙木（2026）が示すように、労働力の

確保策は地域条件によって適合性が異なり、同一の解決策は存在しない。したがって、今
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後は地域特性に応じた対処策を組み合わせ、持続的に運用できる体制を構築することが求

められると著者は考える。 

 

2.3 既存の担い手不足対処策の限界と本研究の視点 

 前節では、先行研究をもとに担い手不足への対処策として、雇用・人材紹介型の施策

や、JA を中心とした作業受委託などの取り組みが進められていることを確認した。これら

の施策は、短期的には労働力不足を補完し、地域農業の維持に一定の成果を上げていると

いえる。しかしながら、先行研究が示すように、これらの対処策のみでは担い手不足とい

う構造的課題を根本的に解決するには至っていない。 

 第一に、既存の対処策の多くは「労働力の確保」に主眼が置かれており、農業経営その

ものの持続性向上には十分に踏み込めていないという限界がある。アルバイトや外国人労

働者、作業委託といった手法は、繁忙期の作業負担を軽減する点では有効である一方、農

業技術の蓄積や経営ノウハウの継承にはつながりにくい。特に高齢農家が多い地域では、

作業を外部化することで一時的に農業を継続できても、引退後の経営継承や地域農業の将

来像が描けないという問題が残る。 

 第二に、対処策の多くが継続性に乏しい点も課題である。先行研究で示されたバイトア

プリや短期雇用は、柔軟な労働力確保を可能にする反面、就業者の定着率が低く、地域農

業との関係性が希薄になりやすい。また、外国人労働者制度についても、就労期間が限定

されていることから、地域農業の担い手として定着するケースは少なく、あくまで一時的

な労働力補完にとどまっている。 

 このような課題を踏まえると、担い手不足への対応は「人を確保する」発想から、「少

ない人数でも農業を継続できる環境づくり」という発想の転換が必要である。そのために

は、作業負担の軽減、技術の継承、経営管理の効率化を同時に実現する手段が求められ

る。そこで本研究が着目するのが、ICT や AI、ロボット技術などの先端技術を活用したス

マート農業である。 

 

３章：持続可能な地域農業に向けた挑戦 

 

3.1 スマート農業について 

 スマート農業とは、ICT、AI、ロボット技術、センサー、ドローンなどの先端技術を活

用し、農作業の省力化・効率化を図る農業形態である。（農林水産省、2025）。農林水産省

は、スマート農業について「ロボット、AI、IoT など先端技術を活用する農業」と定義し

ており、労働力不足への対応策として位置づけている。具体的には、自動走行農機による

作業負担の軽減、センサーを用いた生育環境の可視化、データに基づく栽培管理、ドロー

ンによる農薬散布や生育状況の把握などが挙げられる。これらの技術は、作業時間の短縮

や労働負担の軽減だけでなく、生産の安定化や品質向上にも寄与している。（農林水産省、
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2025）。従来の農業は、熟練農家の経験や勘に依存する部分が大きく、技術やノウハウが

属人的になりやすいという課題を抱えてきた。しかし、スマート農業では、作業工程や判

断基準をデータとして蓄積・共有することが可能となる。 

以上のように、スマート農業は単なる省力化技術にとどまらず、担い手不足と技術継承

という日本農業が抱える構造的課題に同時に対応し得る手段として位置づけられる。（農林

水産省、2025）。 

図３ 日本の農業におけるスマート農業普及率 

出典: 日本政策金融公庫「農業景況調査（令和 7 年 1 月調査）特別調査」より 

https://www.jfc.go.jp/n/release/pdf/topics_250327a.pdf 

 

図３は日本の農業におけるスマート農業普及率を示したものである。農業全体では「導

入済み」は約 45％にとどまり、半数以上が未導入である。特に畑作や北海道の稲作では導

入率が高く、省力化ニーズの強さがわかる。一方、茶や果樹、きのこでは未導入かつ導入

意向のない割合が高く、作業特性やコスト面が導入の障壁となっていることが読み取れ

る。日本におけるスマート農業の導入は、国の政策的後押しを受けて進められてきた。農

林水産省はスマート農業実証プロジェクトなどを通じて、全国各地で技術実証や導入支援

を行っている。しかし、現状では大規模経営体や先進的農家を中心とした導入にとどま

り、地域全体への普及には至っていない。 

さて、ここまで担い手不足解消の手段としてスマート農業に着目してきた。本研究がス

マート農業に焦点を当てる理由は、担い手不足という構造的課題に対し、労働力補完、技

術継承、経営効率化を同時に担いうる手段だと著者は考えているからだ。高齢化が進む地

域農業において、労働負担の軽減は農業継続の前提条件であり、これからの日本の農業に

おいて、スマート農業の導入は不可欠だと私は考える。 

https://www.jfc.go.jp/n/release/pdf/topics_250327a.pdf
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また、スマート農業は単なる省力化にとどまらず、農業技術やノウハウをデータとして

蓄積、共有することで、次世代への継承を可能にするという利点がある。これは、若者の

就農促進や、経験の浅い担い手の参入を支える基盤ともなり得る。 

さらに、地域ごとの条件に応じた技術の活用や、JA、行政、企業との連携を通じた導入支

援は、本研究の最終目的でもある、地域農業の「共創モデル」を構築する上で重要な要素

となる。以上の理由から、本研究ではスマート農業を地域農業の持続可能性を検討する中

心的視点とする。 

次節ではスマート農業に着目したうえで都市地農業と過疎地農業を比較する。同じ「担

い手不足」という課題を抱えながらも、地域条件の違いによってスマート農業に求められ

る役割や導入の意味が大きく異なると考えられるためである。その具体例として、都市地

農業の事例として JA 相模原市、過疎地農業の事例として北海道の農業事態を取り上げる。 

 

3.2 都市地における農業の実態 

 4相模原市は首都圏に位置する都市近郊地域であり、住宅地と農地が混在する土地利用構

造を有している。相模原市の農業は、都市化の進行に伴い農地面積や農家数の減少がみら

れ、経営規模の小さい農家や兼業農家が多いことが特徴である。5こうした都市地農業の構

造的特徴のもと、JA 相模原市が管内で直面している最大の課題は後継者不足である。JA

相模原市への聞き取り調査によれば、後継者が確保できないことにより農業従事者が減少

し、それに伴って将来的な耕作放棄地の拡大が懸念されている。これは都市化の進行によ

り農業継続の意欲が低下しやすい都市近郊地域に共通する課題である。 

 6JA 相模原市では、こうした課題を把握・共有するために、営農指導員による農家巡

回、そして地域ごとに年 1 回の「地区座談会」を実施している。7これらの場を通じて、地

域農業の現状や農家の意向、JA に対する要望が収集されている。農家から寄せられる相談

内容としては、「病害虫防除」「農地に関する相談」「出荷に関する相談」が多く、日常的な

営農支援に対する需要が高いことが確認されている。 

8一方で、相模原市の都市地農業は課題だけでなく、消費地に近いという立地上の特性を

有している。相模原市では、直売所での販売や地産地消の取り組み、学校給食への農産物

 

4 相模原市「農業振興地域整備計画」（2021）

https://www.city.sagamihara.kanagawa.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/023/0

23/01.pdf（2026/1/13 アクセス） 

5 JA 相模原市 営農支援課 坂本貴司氏へのメールでの聞き取り調査（2025/12/4） 

6 同上 

7 同上 

8 JA 相模原市 営農情報 https://www.ja-sagamiharashi.or.jp/archives/12650（2026/1/13

アクセス） 
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供給などが行われており、生産者と消費者の距離が近い農業形態が成立している。この点

は、過疎地域の農業とは異なる都市地農業の特徴であり、農業の付加価値向上や地域との

関係構築において有利な点である。 

9さらに、JA 相模原市は地域農業の将来的な持続可能性を見据え、食農教育にも取り組

んでいる。JA 相模原市によれば、地域農業が継続していくためには農業者の存在が不可欠

であり、将来の後継者となり得る小中学生に対して、農業の重要性や役割を伝えることが

重要であると認識されている。このように、JA 相模原市では短期的な営農支援に加え、長

期的視点から地域農業の基盤維持を図る取り組みが行われている。 

 

3.3 JA 相模原市におけるスマート農業導入の現状 

 10JA 相模原市への聞き取りによれば、相模原地域におけるスマート農業の導入は限定的

である。農家レベルでは、ハウス内における環境モニタリング装置や環境制御装置の導入

がみられる。また、JA としては、タブレットやスマートフォンを活用した病害虫防除アプ

リや、24 時間提出可能な生産履歴記帳システムを導入している。11一方で、スマート農業

の導入状況には農家間で差がある。JA 相模原市によると、モバイル端末を用いたシステム

については、高齢農家の利用率が低く、若年層農家の方が活用している傾向がある。ま

た、後継者がいる農家では、スマート農業を導入する傾向が見られる。 

 12スマート農業導入の障壁としては、費用面の問題が大きいとされている。若年層農家

においては導入資金の調達が課題となっており、必要な農機具の購入と比較して導入の優

先順位を検討している状況である。また、高齢農家にとっては、今後どの程度農業を継続

できるか見通しが立たない中での投資であることや、後継者への引き継ぎを考慮する必要

があることが、導入をためらう要因となっている。 

 13また、JA 相模原市としては、独自のスマート農業普及支援策は実施していないが、神

奈川県と連携した導入農家への助成金や、相模原市と連携した農機購入に対する補助金制

度が活用されている。 

 14今後の地域農業の持続可能性向上に向けては、JA 相模原市は農業者の存在が大前提で

あると認識しており、食農教育を通じて将来の後継者となり得る小中学生に対し、農業の

重要性を伝える取り組みを重視している。また、農業従事者に対する支援については、地

域農協だけでなく、行政や国が同じ方向性を持って取り組む必要があるとしている。 

 

9 JA 相模原市 営農支援課 坂本貴司氏へのメールでの聞き取り調査（2025/12/4） 

10 同上 

11 同上 

12 同上 

13 同上 

14 同上 
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3.4 過疎地における農業の実態 

 本節では、過疎地農業の事例として北海道を取り上げ、スマート農業の導入主体である

「農家」の導入状況を把握する前提として、北海道農業の構造的特徴を整理する。 

 

図４ 全国農業地域の所有耕作計データ 

出典:農林水産省 農業構造動態調査結果 令和 6 年 

https://www.e-stat.go.jp/stat-

search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00500211&tstat=000001015214&cycle=7&ye

ar=20240&month=0&tclass1=000001019791&tclass2=000001224702 

 

図４からわかる通り、北海道は全国の所有耕地面積の中で突出して規模が大きく、全国

約 1,697 千 ha のうち北海道が約 737 千 ha を占めるなど、農地が広域に集中している点が

特徴である。こうした大規模な土地条件は、畑作・酪農・野菜生産など多様な生産を可能

にし、全国の食料供給において北海道が重要な位置を占めている。しかし同時に、農地が

広大であるほど、限られた人数で農地を管理する必要性が高まる。15過疎地では人口減少

や高齢化が進みやすく、担い手不足・労働力不足は農業経営の継続に直結する課題とな

る。したがって北海道の農業は、「広い農地をどう少人数で維持・運営するか」という制約

条件のもとで成り立っており、労働力補完や作業効率化に資する技術への需要が相対的に

高い構造にある。 

以上を踏まえると、北海道は「大規模であるがゆえに省力化の必要性が高い」という構

 

15 北海道農政事務所 令和 6 年度 北海道農業をめぐる事情

https://www.maff.go.jp/hokkaido/policy/jyousei/attach/pdf/meguruzizyou_2024-5.pdf

（2026/1/13 アクセス） 
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造をもち、スマート農業の導入が単なる先進事例ではなく、経営継続のための現実的な選

択肢として検討されやすい地域であると位置づけられる。 

 

3.5 北海道におけるスマート農業導入の現状 

 16北海道におけるスマート農業の導入状況は全体で「導入済み」44.9％とされる。17作目

別にみると、耕種では畑作が 68.7％、稲作では北海道が 55.4％（都府県 49.2％）と比較的

高い水準が示されている²。また畜産では、酪農（北海道 43.8％、都府県 43.2％）で導入

率が相対的に高い。これらは、北海道の主要作目である畑作・稲作・酪農において、省力

化ニーズが強い領域ほど導入が進みやすいことを示している。 

 3.1 冒頭で述べたとおり、スマート農業で活用される技術は、ICT、AI、ロボット、セン

サー、ドローン等を用いて作業の省力化・効率化を図るものである。北海道のように農場

が広域で作業量が大きい地域では、特に GPS を活用した自動操舵・自動走行、作業記録

や営農管理のデジタル化、ドローン等による農場把握といった技術が、作業負担の軽減に

直結しやすいと著者は考える。18実際、北海道が実施したスマート農業関連の報告書で

は、自動走行システムが農家で普及しつつあることや、作業に応じて必要な機械へ段階的

に装備していくといった導入の実態が示されている。 

 19同調査では、スマート農業に期待することとして「農作業の省力化」が 83.1％で最も

高い。これは、北海道の農業構造と合致しており、導入が「作業負担の軽減」目的で進め

られる傾向を示している。 

20一方で、導入に際しての課題としては「初期投資費用が高い」が 79.0％で突出してお

り、次いで「ランニングコストが高い」等が挙げられている。つまり、導入ニーズは強い

ものの、農家の導入判断は費用対効果・投資回収可能性に大きく左右される構造にあると

考えられる。 

 

4 章 地域共創モデルの提案 

本章では、第 1 章から第 3 章までの分析を踏まえ、地域農業が直面する担い手不足や高

齢化といった構造的課題に対し、持続可能な解決を図るための「地域共創モデル」を提案

する。ここで指す地域共創モデルとは、農業を個々の経営努力に委ねるのではなく、地域

 

16 日本政策金融公庫 農業景況調査（令和７年１月）（2026/1/13 アクセス） 

17 同上 

18 北海道スマート農業総合推進事業報告書

https://www.pref.hokkaido.lg.jp/fs/2/3/1/6/2/4/7/_/smartreport.pdf?utm_source=chatgpt

.com（2026/1/13 アクセス） 

19 日本政策金融公庫 農業景況調査（令和７年１月）（2026/1/13 アクセス） 

20 同上 
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内外の多様な主体が役割を分担し、協働によって地域農業の持続可能性を高めていく枠組

みを意味する。特に本研究では、都市地農業の事例として JA 相模原市、過疎地農業の事

例として北海道の農業実態を取り上げ、それぞれの地域特性とスマート農業の役割を比較

してきた。これらの比較から、地域農業の持続可能性は、単なる技術導入や個別農家の努

力ではなく、地域全体を巻き込んだ協働体制の構築が何よりの近道だと著者は考える。 

都市部農業である JA 相模原市の事例からは、農地の小規模・分散性や兼業農家の多さと

いった制約条件の中で、スマート農業が「大規模化のための技術」ではなく、「農地と人

を維持するための技術」として位置づけられている点が特徴的であった。導入は部分的・

試験的段階にとどまっているものの、食農教育といった消費者との近さを活かした取り組

みと組み合わせることで、都市地ならではの持続可能な農業モデルが模索されている。一

方で、初期費用や技術習得の負担といった課題から、個々の農家が単独でスマート農業を

導入することには限界があると考える。 

これに対し、過疎地農業である北海道の事例では、広大な農地を少人数で管理する必要

性から、スマート農業は労働力不足を補う技術として導入が進められてきた。自動走行農

機や GPS、ICT を活用した精密農業は、生産性の向上に寄与している。しかし、その一方

で導入の進展には経営規模による格差が存在し、中小規模農家ではコスト面や技術理解の

不足から導入が進まないという課題も見つかった。北海道においても、技術があるだけで

は十分ではなく、それを支え、共有する仕組み作りが重要であると著者は考える。 

以上を踏まえ、本研究では「地域共創モデル」を、 

1.地域特性に応じたスマート農業の役割の明確化 

2.中間支援主体を核とした協働体制の構築 

3.多主体連携による持続的運営の仕組み 

という三つの要素から構成されるモデルとして提案する。 

 

4.1 地域特性に応じたスマート農業の役割の明確化 

第一に、地域共創モデルにおいては、スマート農業を全国一律の解決策として捉えるの

ではなく、地域条件に応じてその役割を柔軟に位置づけることが重要である。都市地農業

では、農地の小規模・分散性や兼業農家の多さといった制約の下で、スマート農業は生産

規模の拡大を目的とするものではなく、農地や担い手を維持するための補完的技術として

活用される。一方、過疎地農業では、広大な農地を少人数で管理する必要性から、スマー

ト農業は労働力不足を補い、生産性を維持するための基盤技術として位置づけられる。こ

のように、地域特性に応じてスマート農業の目的や期待される機能を整理することが、持

続可能な導入の前提条件となる。 
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4.2 中間支援主体を核とした協働体制の構築 

第二に、地域共創モデルにおいては、個々の農家をつなぐ中間支援主体の存在が不可欠

である。本研究で取り上げた JA 相模原市や北海道における事例からも明らかなように、

農家が単独で新技術を導入・運用することには、資金面や技術理解の面で限界がある。そ

こで、JA や自治体といった中間支援主体が、技術情報の集約・提供、導入事例の共有、関

係機関との調整役を担うことで、農家の導入負担を軽減し、地域全体としての取り組みへ

と昇華させる役割を果たすことが求められる。 

 

4.3 多主体連携による持続的運営の仕組み 

第三に、地域共創モデルでは、行政、企業、研究機関、地域住民など多様な主体が連携

する協働体制の構築が重要である。スマート農業は技術的側面が注目されがちであるが、

持続可能性を高めるためには、技術導入後の運用支援や人材育成、費用負担の分散といっ

た仕組みが不可欠である。行政による制度設計や補助、企業による技術提供、研究機関に

よる知見の蓄積、地域住民による理解と支援が相互に補完し合うことで、スマート農業は

単なる技術導入にとどまらず、地域農業を支える社会的基盤として機能する。 

以上の三点を踏まえると、地域共創モデルとは、農業を個々の経営努力に委ねるのでは

なく、地域全体で支え、共有する仕組みであると言える。スマート農業はその中心的要素

の一つに過ぎないが、地域特性を踏まえた活用と多主体連携を通じて、担い手不足や高齢

化といった構造的課題に対する持続可能な解決策となり得ると著者は考える。 

 

4.4 本論文の結論 

本研究では、特定の地域農業を対象として、高齢化および担い手不足が農業経営や地域活

動に与える影響を明らかにするとともに、持続可能な地域農業の形成に向けた共創の在り

方について検討してきた。第 1 章では、日本農業全体の構造的課題として、高齢化と担い

手不足が進行している現状を整理し、地域農業が経済・社会・環境の側面から重要な役割

を果たしていることを確認した。第 2 章では、統計資料を用いて担い手不足の実態を分析

し、その結果、農業の高齢化や労働力不足が耕作放棄地の増加や生産基盤の脆弱化につな

がっていることを明らかにした。 

第 3 章では、担い手不足への対応策の一つとしてスマート農業に着目し、都市地農業と過

疎地農業の事例を通じて、その役割と課題を検討した。都市地農業の事例である JA 相模

原市では、小規模農地や兼業農家の多さといった条件の中で、スマート農業が生産規模の

拡大ではなく、農地や担い手を維持するための補完的手段として位置づけられていること

が確認できた。一方、過疎地農業である北海道においては、広大な農地を少人数で管理す

る必要性から、省力化や作業効率化を目的としてスマート農業の導入が進められており、

地域条件によってスマート農業に求められる役割が大きく異なることが明らかとなった。 

これらの分析を踏まえ、第 4 章では、地域農業の持続可能性を高めるための枠組みとして



17 

 

「地域共創モデル」を提案した。本研究が示した地域共創モデルは、スマート農業を万能

な解決策として捉えるのではなく、地域特性に応じた役割設計のもとで、農家、行政、

JA、企業、研究機関など多様な主体が連携し、農業を地域全体で支える仕組みである。特

に、個々の農家の努力や技術導入に依存する従来の発想から脱却し、農業を地域の共有資

産として位置づけ直す視点が重要であることを示した点に、本研究の意義がある。 

以上より、本研究は、高齢化と担い手不足という構造的課題に直面する地域農業におい

て、持続可能性を確保するためには、技術導入のみならず、関係主体の役割を明確化し、

地域全体で協働する共創の仕組みが不可欠であることを明らかにした。地域共創モデルの

構築は、地域農業を次世代へと継承していくための一つの方向性を示すものである。 

 

5 章今後の課題 

本研究にはいくつかの課題も残されている。第一に、事例分析が JA 相模原市と北海道

の二地域に限られている点である。日本には中山間地域や離島地域など、多様な農業形態

が存在しており、今後はより多様な地域を対象とした比較分析が求められる。第二に、ス

マート農業の導入効果について、生産性向上や収益改善のデータ分析までは十分に行えて

いない点である。正確な地域共創モデル構築には多くの実証データを用いた効果測定や長

期的な経営への分析が必要となるだろう。第三に、担い手不足の問題は、農業分野単独で

完結するものではなく、日本の雇用、教育、生活環境と密接に関連しているため、より大

きな地域政策が求められる。第四に、引退後の経営継承や地域農業の将来像が描けないな

どという、人手不足問題はスマート農業を導入するだけでは解決できない 

以上を踏まえ、今後の研究では、スマート農業を核としつつも、多くの事例を分析し、

地域社会全体の仕組みづくりにまで踏み込んだ研究を行うことが重要だと著者は考える。

地域農業を「個人の経営」から「地域の共有資産」として捉え直し、共創によって支える

仕組みを構築することが、日本農業の持続可能性を高める鍵となるだろう。 
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